

















さまざまな形で社会問題化している。都市生活ごみ排出量は、中国全体で 2011 年に約 1.64
億ｔに達し、さらに、毎年 8 ～ 10％増え続けている。中国政府はこの現状に対し、法律の
整備や、資金投入を拡大し、埋め立て場や焼却施設の建設に力を入れてきた。特に第 12 次
五カ年計画（2011 年～ 2015 年）では、都市ごみ処理施設の建設投資額の約 7 割が処理施設






























市生活ごみ排出量は約 1.64 億トンに達し、さらに、毎年 8 ～ 10％増え続けている。北京、
広州など大都市ではごみの処理が、その急増に追いつかず、不法投棄が横行している。この





設に力を入れてきた。さらに、第 12 次五カ年計画（2011 年～ 2015 年）期間では、都市ご















　建設部の集計データによると、2011 年末に、中国は 653 の市レベル都市と 1456 の県レベ
ル都市を有している。市区の総人口（短期滞在人口を含まない）は 6.9 億人であり 、出稼ぎ
や就学など短期滞在人口は約 2.3 億人で、総計すると都市で生活している人口は約 9 億人で
ある。　
　都市化の進展と経済発展及び生活水準が向上し、都市ごみが年々急増している。2011 年に、
中国国内で排出される都市ごみの量は約 1 億 6395.28 万トン、し尿が 1962.86 万トンで、合
計 1 億 8358 万トンである （これが、日本の一般廃棄物処理量に対応する）。10 年前の 2001
年度より約 22％も増えた。全国都市ごみ排出量は年々 8 ～ 10％ も増加していると推測され
る。環境部門の予測によると、都市化の進展に伴い、2020 年には都市ごみの排出量は 2.1 億
トン前後にまで増加すると見込まれ 2、このペースで増加が続けば、2030 年には 5 億トン前
後に達することが懸念されている。
　全国第一級行政区画の省・自治区・直轄市の都市ごみ排出量と経済発展（GDP）の関係
について検討するため、横軸に中国 31 省・自治区・直轄市の地域 GDP を取って、縦軸に





国で一番多く、上海人口の約 4 倍、北京人口の約 5 倍になるためと考えられる。





を除いて、無害化処理量は 1 億 3090 万トン、無害化処理率は約 80％に達し、前年度より 1.8％
増えた。無害化処理方式には、衛生埋め立て、焼却、堆肥化等があり、その割合は、それぞ









　中国における 1 人 1 日当たりの都市ごみ排出量（ごみ排出原単位）をみると、全国平均は
715.7 ｇ / 日・人（2011 年）であって、日本の 975.3 ｇ / 日・人（2011 年）より少なめである。
しかし、全国格差が大きく、上海市、黒竜江省などは、日本でごみ排出量が最も多い大阪府
（1084 ｇ / 日・人）より大きい。一番ごみ排出量の多い都市は上海であり、1686.6 ｇ / 日・
人である。一番少ないのが広西壮族自治区の 306.5 ｇ / 日・人である。そのレンジ 3（最大




　第 12 次五カ年計画の期間（2011 年～ 2015 年）において、都市ごみの処理能力が全国で
2010 年より約 2 倍増えると見られている。そのうち、埋め立て処理の増加率 46％に対し、








　第 12 次五ヵ年計画期間、計画における新規の生活ごみ無害化処理能力は 58 万トン / 日で
ある。そのうち、市制都市の新規能力は 39.8 万トン / 日、県政府所在都市の新規能力は
18.2 万トン / 日である。2015 年までに、全国都市生活ごみ無害化処理能力を 87.1 万トン /
日に高め、生活ごみの発生量に見合うだけの規模の無害化処理能力をほぼ整備する。そのう






















　第 12 次五カ年計画の期間中において、北京市の焼却処理増加率は 486％、上海は 656％、





　　　　　　　　表 1　第 12 次五ヵ年計画　全国都市生活ごみ処理施設の処理能力	 トン /日









1 北京 16680 28896 73% 12% -28% 486%
2 天津 8200 15900 94% 14% 17% 283%
3 河北 18799 31289 66% 11% 23% 253%
4 山西 12395 19574 58% 10% 17% 151%
5 内蒙古 11641 20482 76% 12% 43% -
6 遼寧 19653 42787 118% 17% 69% -
7 吉林 6841 20801 204% 25% 191% 211%
8 黒龍江 11503 27897 143% 19% 116% 540%
9 上海 10545 33395 217% 26% 63% 656%
10 江蘇 39360 58840 49% 8% 10% 106%
11 浙江 41352 60454 46% 8% 3% 100%
12 安徽 9601 24936 160% 21% 146% 223%
13 福建 19359 30158 56% 9% 2% 126%
14 江西 6241 19583 214% 26% 94%
15 山東 41717 75115 80% 12% 20% 265%
16 河南 30036 46250 54% 9% 43% 192%
17 湖北 14559 27228 87% 13% 44% 620%
18 湖南 13593 34632 155% 21% 90%
19 広東 34116 74536 118% 17% 48% 253%
20 広西 11078 17714 60% 10% 5% 486%
21 海南 1814 2839 57% 9% -36% 711%
22 重慶 10009 19901 99% 15% 1% 817%
23 四川 20689 33581 62% 10% 62% 91%
24 貴州 5897 19430 229% 27% 229%
25 雲南 12086 27376 127% 18% 114% 125%
26 チベット - 796 - 0% - -
27 陝西 14719 27756 89% 14% 42% 1340%
28 甘粛 3793 9649 154% 21% 75% -
29 青海 1441 2079 44% 8% 44% -
30 寧夏 2905 3825 32% 6% 4% -
31 新疆 6295 11560 84% 13% 68% -
全　　国 456917 871491 91% 14% 46% 243%
＊：年平均成長率＝（2015 年のごみ処理能力 /2010 年のごみ処理能力）1/5-1*100％
（出所）『第 12 次五ヵ年全国都市生活ごみ無害化処理施設建設計画』による作成。
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　中国は 1978 年の改革開放以来、都市人口が年平均で約 1％増加し続けている、このまま
増加し続けると、2015 年度に都市ごみの排出量は 1 億 8051.02 万トン、1 日当たりでは約
49.4548 万トンになると見込まれている。第 12 次五か年計画では、2015 年までに都市ごみ

















　かつて、日本では､ 豊かな生活を実現するために、大量生産､ 大量消費､ 大量廃棄が行わ
れてきた｡ しかし､ このままでは､ 廃棄物が増加する一方であり､ 資源の無駄遣いにもなる。
そこで､こうしたライフスタイルに決別するため､2000 年に｢循環型社会形成推進基本法｣（平
成 12 年法律第 110 号）が制定された｡ この法律では､ 取り組みの優先順位として、第一に





































17 種類の分別は全体の 7 割を占めている。分別の区分を 11 種類以上としている市町村は
1164 にものぼり、2003 年より約 13％増加した。近年ごみ排出原単位が減少しているが、そ
の要因は、自治体のごみ分別種類の増加にも寄与していると考えられる。
　
　全国で最も多い 149 の市区町村が行っている 14 種類の分別の内容を具体的にみるために、

















月に不燃ごみステーションの分類調査を行なった結果、不燃ごみの 3 分の 2 は空き缶などの
表 2　松戸市と柏市のごみ分別
松　戸　市 柏　市

































































　1999 年から中国はごみの分別を実施しており、2000 年 6 月には、北京、上海、広州、深圳、
杭州、厦門､ 桂林、南京の 8 都市が分別モデル都市に指定された。
　北京は中国で最も早い 13 年ほど前からごみの分別が行われてきたが、なかなか効果が上
がらないばかりか行き詰まりの状態となっている。ある集団住宅では、有志によって結成さ
れた組織によって 1996 年からごみの分別を住民に呼びかけてきた。409 世帯、1500 人が居




　第 12 次五ヵ年計画の都市ごみ処理施設投資予算案では、ごみ分別施設が全投資額の 8％





























































　図 7 は日本のごみの集団回収量と一般廃棄物排出量をそれぞれ 1990 年を 100 として計算
した指数の経年変化である。一般廃棄物は 1990 年からやや横ばいになり、2000 年に入って、













月 1 回実施し、年間の収益は売上と報奨金を合わせて 130 万円にも達する。なおそれらの収
益金は学校の環境整備に活用されている。
　もう一つの事例として、 北海道江別市では、戸別回収の実施で集団資源回収量は行政の資
源回収量の 10 倍 になった。同市では紙類以外の資源は分別収集を実施しているが、なるべ































































































































全国で 2010 年より約 2 倍増やすことを計画している。そのうち、埋め立て処理の増加率
46％に対し、焼却処理の増加率を 243％と、焼却処分を重視している。第 12 次五ヵ年計画
期間中に全国で年平均ごみ処理能力が 14％増え続けることになる。第 12 次五か年計画の最
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中国都市ごみ収集方式の改善方策
Municipal Solid Waste Reduction Policy in China
OZAWA, Asumi
　While China has seen significant economic development, urbanization and the 
improvement of living standards in recent years, the country’s waste problem has become 
a social issue in a number of ways. In regard to the quantity of Municipal Solid Waste 
（MSW） disposal, the urban household waste in the nation reached 164 million tons in 2011 
followed by an 8-10 % annual increase. In order to control the current status, the 
Government of China has been focusing on establishing legal infrastructure, expanding 
investment and constructing landfill sites and incinerating plants. Especially in the 12th 
Five-Year Plan （2011- 2015), approximately 70% of the construction investment for MSW 
treatment facilities accounts for construction. The capacity of waste treatment will 
continue to grow at the annual rate of 14% in the nation for five years.  However, rather 
than the treatment facility construction （hardware), waste reduction policies （software） 
is more important in the long run.  It is necessary to implement sorted waste collection 
policies to reduce waste.  To realize such policies, sorted waste disposal/collection systems 
can be introduced to cities in China.  Regarding recyclable waste, the most effective 
measure is believed to be the utilization of the existing private recycling businesses – 
recycling companies having contracts with cities’ environmental sanitation departments 
for collecting sorted recyclable waste from each area.  This thesis refers to the group 
collection method in Japan as a new way of dealing with recyclable waste in China and 
proposes the transition from the current mixed collection to the “Chinese-style collection 
by private companies.”
Keywords
　China、waste reduction、separate collection、group recovery、private recovery
